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第第 11 章章    熊熊本本市市のの森森づづくくりりのの推推進進方方向向

ⅠⅠ．．    推進計画の対象とする森林について 

１  推進計画の対象とする森林について 

本計画（第 1 章）の対象とする森林は、森林法に基づき熊本県が策定した「白川・菊池川地域森林計画」にお

ける本市の地域森林計画区域の民有林注1  ４，６０２ ｈａ、これに含まれない放置竹林及び市外の本市の水源涵

養林注2を対象とします。次頁に人工林注3、天然林注4を区分した地域森林計画区域を示します。 

注1 民有林…国が所有する国有林以外の森林のこと。私有林、県有林、市有林が含まれる。 

注2 市外の森林（水源涵養林）を含むが、その整備については「第３次熊本市地下水保全プラン」に位置付けます。 

注3 人工林…人手を加えて管理する森林のこと。 

注4 天然林…人工林の対語で、現在人手が加わっていない森林のこと。 



図 2 白川・菊池川地域森林計画における森林整備の対象森林（地域森林整備計画区域） 

金比羅山・植木台地地区 
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【ココララムム１１】森森林林環環境境税税及及びび森森林林環環境境譲譲与与税税 

（（１１））森森林林環環境境税税及及びび森森林林環環境境譲譲与与税税創創設設のの趣趣旨旨

・森林の有する地球温暖化防止や、災害防止・国土保全、水源涵養等の多様な公益的機能は、国民

に広く恩恵を与えるものであり、適切な森林の整備等を進めていくことは、我が国の国土や国民の命

を守ることにつながります。

・森林整備を進めるに当たっては、所有者の経営意欲の低下や所有者不明森林の増加、境界未確定

の森林の存在や担い手の不足等が大きな課題となっています。

・これらを踏まえ、パリ協定の枠組みの下におけるわが国の温室効果ガス排出削減目標の達成、災害

防止を図るための森林整備等の地方財源を安定的に確保する観点から、国民一人一人が等しく負

担を分かち合って我が国の森林を支える仕組みとして森林環境税及び森林環境譲与税が創設され

ました。

（（２２））森森林林環環境境税税・・森森林林環環境境譲譲与与税税のの仕仕組組みみ

・森林環境税は、個人住民税均等割と併せて、令和６年度から国税として１人年額 1,000 円を市町

村が賦課徴収することとされています。

・森林環境譲与税は、森林環境税を地方の固有財源として市町村及び都道府県に対して譲与するた

め創設されたもので、森林環境税の賦課徴収に先行して令和元年度から譲与が開始されました。市

町村の私有林人工林面積(50％)、林業就業者数(20％)及び人口(３０％)により按分し譲与されて

います。

図 3 森林環境税及び森林環境譲与税のスキーム図（林野庁 HP に記載の図を一部改変） 
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【【ココララムム２２】】森森林林経経営営管管理理制制度度のの概概要要 

・森林整備を進める上で、相続に伴う所有権移転の未登記や森林所有者の不在村化等による所有者

不明森林の増加や森林整備の担い手不足が課題となっています。

・これらの課題に対応するため、国は、森林経営管理法（平成３１年 4 月施行）を制定し、森林所有者

の森林管理の責務を明確にし、伐採などの責務が果たせない場合には、市町村や民間事業者が代

わって管理できる森林経営管理制度を創設しました。

・この制度は、林業経営の効率化及び森林管理の適正化の一体的な促進を図ることにより林業の持

続的発展及び森林の有する多面的機能（※多面的機能については【コラム５】P25～26 参照）の発

揮を目的としています。具体的には、森林所有者が管理できない森林について、山地災害防止機能/

土壌保全機能の確保などの重要性や公共性の高さから、本市で間伐注5等の管理を行うことが必要

かを判断し、該当する森林について本市が経営管理の委託を受けます。これを、県が認定する「意欲

と能力のある林業経営体」に再委託し、再委託できない森林は本市が整備や管理を行っていきます。

図 4 森林経営管理制度の概要 

注5 間伐…植栽木相互の光環境をめぐる競争を管理するため、樹木の混み具合に応じて育成する樹木の

一部を伐採（間引き）し、残存木の成長を促進する作業。過密になった林分では、間伐することで林床に

光を入れて林床植物の生育を促し、土壌保全や土砂災害防止の機能を高める目的で実施される。 

経営管理が必要な森林について、 

① 所有森林に求められる機能に応じた森林経営が可能か意意向向をを確確認認ししまますす。。

② 所有者が市に経営管理を委託したいと回答いただいたときは、市と協議の上、必要に応じて経経営営管管理理のの委委託託手手続続ききをを行行いいまますす。。

③ 森林経営に適した森林は、市が林業経営者に経営管理を委託します。

④ 森林経営に適さない森林は、市が自ら森林の管理を行います。
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